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新規策定・改訂された計画等



法令・計画等におけるキーワード等の確認

 新規策定・改訂された環境分野の計画等について、資⾦使途になりうるキーワードを整理した。
 確認を実施した環境分野の法令・計画等については以下の通り。

概要法令・計画名等分野

 2024年５⽉閣議決定。
 環境保全とそれを通じた「現在及び将来の国⺠⼀⼈⼀⼈のウェルビーイング／⾼い⽣活

の質」の実現を環境政策の最上位の⽬標に掲げている。

第六次環境基本計画
（閣議決定）全般

 2024年８⽉改訂。
 循環経済（CE）への移⾏は循環型社会形成のドライビングフォースであり、新たな成

⻑を実現しウェルビーイング／⾼い⽣活の質を実現するツールであるということで、
CEを国家戦略として明確に位置付けている。

第五次循環型社会形成推進基本
計画（閣議決定）循環経済

 2024年３⽉公表。
 ⽣物多様性国家戦略（2023年3⽉閣議決定）の基本戦略の１つである「ネイチャーポジ

ティブ経済の実現」に向け、環境省が農林⽔産省・経済産業省・国⼟交通省との連名で
策定。

 参考資料に「ネイチャーポジティブ経済への移⾏が⽣み出す新たなビジネスチャンスの
例」「ケーススタディ」の記述があり、資⾦使途の参考になる。

ネイチャーポジティブ経済移⾏
戦略（環境省、農林⽔産省、経
済産業省、国⼟交通省）

⾃然資本
・その他  2024年８⽉閣議決定。

 ⽔循環に関する施策を網羅的に記載。
 今後５年間で重点的に取り組む主な内容に、代替性・多重性等による安定した⽔供給の

確保、施設等再編や官⺠連携による上下⽔道⼀体での最適で持続可能な上下⽔道への再
構築、2050年カーボンニュートラル等に向けた地球温暖化対策の推進、健全な⽔循環
に向けた流域総合⽔管理の展開などを位置付けている。

⽔循環基本計画
（閣議決定）



（参考）昨年度の調査対象

 昨年度の調査対象は以下の通り。

関連する分野
位置づけ法令・計画名等主な対象

分野 ⾃然資本
・その他循環経済気候変動

●●●閣議決定（2018年）第五次環境基本計画全般

●閣議決定（2021年）地球温暖化対策計画

気候変動
●閣議決定（2023年）気候変動適応計画

●閣議決定（2021年）パリ協定に基づく成⻑戦略としての⻑期戦略

●●閣議決定（2023年）GX実現に向けた基本⽅針

●●閣議決定（2018年）第四次循環型社会形成推進基本計画

循環経済 ●環境省・経済産業省 策定（2021年）サーキュラー・エコノミーに係るサステナブル・ファイ
ナンス促進のための開⽰・対話ガイダンス

●経済産業省 策定（2023年）成⻑志向型の資源⾃律経済戦略

●●閣議決定（2021年）第五次社会資本整備重点計画

⾃然資本
・その他

●●●閣議決定（2023年）第三次国⼟形成計画

●●閣議決定（2023年）国⼟強靭化計画

●●●閣議決定（2021年）住⽣活基本計画

●●●みどりの⾷料システム戦略本部決定
（2021年）みどりの⾷料システム戦略

●●●農林⽔産省 公表（2023年）企業のためのサステナブル経営に関するガイダンス

●●閣議決定（2023年）⽣物多様性国家戦略

●●閣議決定（2022年）⽔循環基本計画（⼀部⾒直し）



第六次環境基本計画における⽬標等の確認
 環境基本計画の「重点戦略ごとの環境政策の展開」に記載されている内容について、資⾦使途例等の参考となりうるキーワードをグ

リーンリストの⼤分類ごとに整理。

出所︓第六次環境基本計画（令和６年５⽉21⽇）より作成

※表中のキーワードは⼀部まとめる・省略するなどしているものもある

⼩分類の参考となる記述⼤分類

• 再⽣可能エネルギーの最⼤限の導⼊（地域共⽣型の
地熱発電、浮体式洋上⾵⼒発電・潮流発電等、営農
型太陽光発電、農林業系バイオマス等の循環利⽤、
⽔素サプライチェーン構築、廃棄物発電導⼊、な
ど）

• 地域共⽣型再⽣可能エネルギー導⼊のための⼟地利
⽤ゾーニングに資するデジタル ツールの整備

再⽣可能エネ
ルギーに関す
る事業

1

• 省エネルギー設備の導⼊
• 省エネルギー診断の推進
• 既存住宅・建築物の省エネルギー化・脱炭素改修
• 街区単位のエネルギーの⾯的利⽤等による省エネル

ギー化

省エネルギー
に関する事業

2

• 窒素・リンに関する持続可能な管理の推進
• 科学的⾒地からの化学物質管理の適正化

汚染の防⽌と
管理に関する
事業

3

• 環境保全型農業の推進
• 持続可能な⾷料システムの構築
• ブルーインフラ等の保全・再⽣・創出
• ⾃然を活⽤した解決策（NbS）の推進
• 海洋環境の保全（汚泥の浚渫除去、ごみ・油の回収

等、⾥海づくり）
• 森林整備・保全

⾃然資源・⼟
地利⽤の持続
可能な管理に
関する事業

4

• OECMの設定
• ⽣態系ネットワークの形成
• 「環境・⽣命技術」の開発・実証
• 低未利⽤地の緑化
• ツーリズム等の推進
• 情報基盤整備

⽣物多様性保
全に関する事
業

5

⼩分類の参考となる記述⼤分類

• 都市のコンパクト化、「コンパクト・プラス・
ネットワーク」の取組推進

• 持続可能な地域公共交通ネットワーク形成
• 地域公共交通のリ・デザイン
• ⾃転⾞等通⾏空間の整備
• モビリティの脱炭素化

クリーンな運輸に
関する事業

6

• グリーンインフラやEco-DRRの推進
• フェーズフリーの考え⽅を取り⼊れたライフス

タイルの促進

気候変動に対する
適応に関する事業

8

• 循環経済への移⾏（リペア、メンテナンス、リ
サイクル、など）

• CCUS/カーボンリサイクル
• サステナブルファッションの推進
• 「環境・⽣命技術」の開発・実証
• 低炭素⽔素等の供給・利⽤促進
• 家畜ふん尿のエネルギー利⽤
• SAFの導⼊促進
• ゼロエミッション船、⽔素燃料電池鉄道⾞両の

開発など
• 新材料を⽤いたエネルギー効率の徹底的な改善

サーキュラーエコ
ノミーに対応した
製品、製造技術・
プロセス、環境配
慮製品に関する事
業

9

• ZEB化・ZEH化
• 住宅・建築物の屋根・壁⾯等における太陽光発

電設備導⼊
• ストックとしての⾼付加価値化（⻑期優良住宅

の普及促進など）
• ⽊材利⽤促進（⽊造化、⽊質化、CLTなど）

グリーンビルディ
ングに関する事業

10

※⾚字下線︓グリーンリストに明⽰されていない記載



⼩分類の参考となる記述⼤分類

• 資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環（家畜排
せつ物、⾷品循環資源のバイオガス化や未利⽤間伐材等の⽊質チップ燃料化など）

再⽣可能エネルギーに関する事業1

• 資源循環・廃棄物管理基盤の強靱化と着実な適正処理・環境再⽣の実⾏（環境汚染防⽌、
マイクロプラスチックを含む海洋ごみ対応、など）

汚染の防⽌と管理に関する事業3

• 多種多様な地域の循環システムの構築と地⽅創⽣の実現（地域の再⽣可能資源の継続的活
⽤、ストックの適切な維持管理・使⽤、適切な森林管理と⽊材利⽤の拡⼤、など）

⾃然資源・⼟地利⽤の持続可能な管理に関する事業4

• 資源循環のための事業者間連携によるライフサイクル全体での徹底的な資源循環（動静脈
連携、環境配慮設計、再⽣材利⽤率向上、リサイクル⾼度化、ストックを有効活⽤した
サービス化や付加価値の最⼤化を図るビジネスモデル、など。

• 特に、①プラスチック・廃油、②バイオマス（廃棄物系バイオマスや未利⽤資源、⾷品廃
棄物等、⽊材、紙、持続可能な航空燃料（SAF（Sustainable Aviation Fuel））、③ベー
スメタルやレアメタル等の⾦属、④⼟⽯・建設材料、⑤容器包装、⑥建築物、⑦⾃動⾞、
⑧⼩型家電・家電、⑨繊維製品、⑩蓄電池等の地球温暖化対策等により普及した製品や素
材、に関する取組等）

サーキュラーエコノミーに対応した製品、製造技術・プロセス、
環境配慮製品に関する事業

9

第五次循環基本計画における⽬標等の確認
 循環型社会形成推進基本計画の「循環型社会形成に向けた取組の中⻑期的な⽅向性」の各項⽬*のうち、資⾦使途事例等の参考となりう

るキーワードをグリーンリストの⼤分類ごとに整理。

出所︓第五次循環型社会形成推進基本計画（令和６年８⽉）より作成

*「循環型社会形成に向けた循環経済への移⾏による持続可能な地域と社会づくり」はその他項⽬も含めた全体をまとめた内容のため、⼩分類からは除外

※⾚字下線︓グリーンリストに明⽰されていない記載



出所︓環境省 ⾃然環境局 ⽣物多様性主流化室「ネイチャーポジティブ経済移⾏戦略 参考資料集」

ネイチャーポジティブ経済移⾏戦略における⽬標等の確認

 ネイチャーポジティブ経済移⾏戦略の参考資料に記載のある「ネイチャーポジティブ経済への移⾏が⽣み出す新たなビジネスチャンス
の例」の「ケーススタディ」のうち、資⾦使途事例等の参考となりうるキーワードをグリーンリストの⼤分類ごとに整理。

⼩分類の参考となる記述⼩分類⼤分類

• 持続可能な農業
4-1 持続可能な農業（有機農業等の環境保全型農業、
点滴灌漑等）に関する事業

⾃然資源・⼟
地利⽤の持続
可能な管理に
関する事業

4

• 陸上養殖（例︓冷⽔（伏流⽔・海洋深層⽔）利⽤）
• 環境配慮型養殖（例︓配合餌への転換）

4-2 持続可能な漁業や⽔産養殖業に関する事業

• 持続可能な⽔資源利⽤のための森林管理
4-3 持続可能な森林経営に関する事業
（＋⼤分類7）

• 都市住宅における⽣物多様性の保全
• アニマルパスウェイ（⾃然回廊技術）

4-4 ⾃然景観の保全及び復元に関する事業

ー
4-5 地⽅⾃治体等による、⼜は地⽅⾃治体と連携して
⾏われる、都市の緑地・⽔辺の保全・創出や⽔・緑の
ネットワークの形成等の事業

• セルロースナノファイバー樹脂（例︓バイオマス(廃材含む)を含むプラスチックに
代わる素材へのアップサイクリング）

4-6 ⾃然資源への負荷削減に資する事業

ー
4-7 ⾃然資源・⼟地利⽤の持続可能な管理に資する
ICT ソリューション（農林⽔産資源の持続可能性に関
するトレーサビリティシステム、森林管理
システムを含む。）を提供する事業

※⾚字下線︓グリーンリストに明⽰されていない記載



⽔循環基本計画における⽬標等の確認
 ⽔循環基本計画の「⽔循環に関する施策に関し、政府が総合的かつ計画的に講ずべき施策」に記載されている内容について、資⾦使途

例等の参考となりうるキーワードをグリーンリストの⼤分類ごとに整理。

出所︓⽔循環基本計画（令和６年８⽉30⽇）より作成
※表中のキーワードは⼀部まとめる・省略するなどしているものもある

⼩分類の参考となる記述⼤分類

• ⽔⼒エネルギー等の活⽤再⽣可能エネルギーに関する事業1

• 安全で良質な⽔の確保
• ⽔環境（環境基準、汚濁負荷削減等）

汚染の防⽌と管理に関する事業3

• 貯留・涵養機能の維持及び向上（森林、都市等）
• ⽔辺空間の保全、再⽣及び創出

⾃然資源・⼟地利⽤の持続可能な管理に関する事業4

• ⽣態系の保全等⽣物多様性保全に関する事業5

• 地下⽔の適正な保全及び利⽤
• 貯留・涵養機能の維持及び向上（森林、都市等）【再掲】
• 災害から⼈命・財産を守るための取組
• ⼤規模災害時や⼤規模停電時における⽔供給・排⽔システムの機能の確保等
• 安全で良質な⽔の確保【再掲】
• 持続可能な上下⽔道の機能の確保
• ⽔インフラの戦略的な維持管理・更新等

持続可能な⽔資源管理に関する事業7

• 危機的な渇⽔への対応
• 災害から⼈命・財産を守るための取組【再掲】
• 治⽔対策等による気候変動への適応策
• 気候変動による⽔循環への影響とそれに対する適応に関する調査

気候変動に対する適応に関する事業8



資⾦使途例等の拡充の⽅向性について



資⾦使途例の拡充に向けた整理

 昨年度の検討を踏まえ、今年度は以下の観点で⼤分類ごとに追加・修正を検討すべき箇所の特定・整
理を⾏った。

昨年度の検討状況

① ⼤分類で記載されていて⼩分類で抜けている部分
② ICMAのレポーティングハンドブックとニュアンスが異なる箇所
③ ⼤分類間での⼩分類の粒度が異なる等、記載の⾒直しが必要と

考えられる箇所
④ 最近発表された国際的なガイドライン*との整合性の観点で追加

すべき箇所
＊International Finance Corporation “Guidelines Blue 
Finance” 2022年1⽉およびAsian Development Bank / 
International Finance Corporation “BONDS TO FINANCE 
THE SUSTAINABLE BLUE ECONOMY A PRACTITIONERʻS 
GUIDE “2023年9⽉

⑤ 現⾏の⼩分類には記載がなく、グリーン共同発⾏団体「グリー
ン共同発⾏市場公募地⽅債フレームワーク」に詳細が記載され
ている箇所

⑥ その他具体的な追加の視点のご指摘をいただいた箇所

• 昨年度は以下の観点で、⼤分類ごとに追加・修正を検討すべき箇
所の特定・整理を⾏った。

今年度の検討⽅針
• 昨年度の検討を踏まえて、今年度は以下の観点で、検討

すべき部分の特定・整理を実施した。

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇
所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考
えられる箇所及びキーワード等



⼤分類

再⽣可能エネルギーに関する事業（発電、送電、機器含む。）1

省エネルギーに関する事業（省エネルギー性能の⾼い建築物の新築、建築物の省エネルギー改修、エネルギー貯蔵、地域冷
暖房、スマートグリッド、機器を含む。）2

汚染の防⽌と管理に関する事業（排⽔処理、温室効果ガスの排出抑制、⼟壌汚染対策、廃棄物の3R や熱回収、これらに関連
する環境モニタリングを含む。）3

⾃然資源・⼟地利⽤の持続可能な管理に関する事業（持続可能な農業・漁業・⽔産養殖業・林業、総合的病害⾍・雑草管理
（IPM）、点滴灌漑を含む。）4

⽣物多様性保全に関する事業（沿岸・海洋・河川流域環境の保護を含む。）5

クリーンな運輸に関する事業
（電動⾞、公共交通機関、鉄道、⾃転⾞、複合輸送、クリーンエネルギーを利⽤する輸送⼿段や有害物質の発⽣抑制のため
のインフラの整備を含む。）

6

持続可能な⽔資源管理に関する事業（清浄な⽔や飲⽤⽔の確保のためのインフラ、都市排⽔システム、河川改修その他の洪
⽔緩和対策を含む。）7

気候変動に対する適応に関する事業（気候変動の観測や早期警報システム等の情報サポートシステムを含む。）8

循環経済に対応した製品、製造技術・プロセス、環境配慮製品に関する事業（環境配慮型製品やエコラベルや認証を取得し
た製品の開発及び導⼊、再⽣材や再⽣可能資源等の環境負荷低減効果のある素材による包装、循環経済に関するツールや
サービスを含む。）

9

グリーンビルディングに関する事業10

（参考）⼤分類⼀覧



改訂に向けた整理 ⼤分類１
⼩分類⼤分類

太陽光、⾵⼒（洋上を含む。）、⽔⼒、バイオマス（持続可能性が確認されたもの⼜は廃
棄物由来のものに限る。）、地熱、波⼒・潮⼒等の海洋再⽣可能エネルギー等の再⽣可能
エネルギーにより発電を⾏う事業

１－１

再⽣可能エネルギーに関する事業（発電、送電、
機器含む。）1

再⽣可能エネルギーにより発電された電気を送電する送電線や貯蔵する蓄電池等を設置し、
維持管理、需給調整、エネルギー貯蔵等を⾏う事業１－２

太陽光パネル、送電線、蓄電池等の上記の事業にて使⽤される機器を製造する事業１－３

太陽熱、地中熱等の再⽣可能エネルギー熱利⽤を⾏う事業１－４
事務所、⼯場、住宅、データセンター等で使⽤する電⼒の⼀部⼜は全てに再⽣可能エネル
ギーを使⽤する事業１－５

再⽣可能エネルギーに資するICTソリューション(維持管理システム、運⽤システム、最適
需給調整等)を提供する事業１－６

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
1－5︓「農林漁業関連施設」
1－5︓「上下⽔道施設」

① 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
ー

過去WGでも御意⾒いただいた農林⽔産業の省エネ・脱炭素については、「第六次環境基本計画」において記載されていることも踏
まえ、 1－5に「農林漁業関連施設」（農⼭漁村再⽣可能エネルギー法より引⽤）を追記してはどうか。

地球温暖化対策計画（令和3年10⽉22⽇閣議決定）において上下⽔道における省エネルギー・再⽣可能エネルギー導⼊が記載され
ていることを踏まえ、1－5に「上下⽔道施設」 を追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類２

⼩分類⼤分類

事務所、⼯場、住宅、データセンター等について、省エネルギー性能の⾼い建築物の新築
⼜は改修を⾏う事業 ※BELS、ZEH（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウ
ス）、ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）等の環境認証取得やその他省エネルギー
性能の⾼い建築物の新築⼜は改修（断熱改修含む）に関わるもの

２－１

省エネルギーに関する事業（省エネ性能の⾼い
建築物の新築、建築物の省エネ改修、エネル
ギー貯蔵、地域冷暖房、スマートグリッド、機
器、を含む。）

2 事務所、⼯場、住宅、データセンター等に省エネルギー性能の⾼い機器や設備を導⼊する
事業２－２

エネルギー貯蔵、地域冷暖房、スマートグリッド等のエネルギーの⾯的な有効活⽤に関す
る設備を導⼊する事業２－３

省エネルギーに資するICT ソリューション（BEMS、HEMS、CEMS、ITS、サプライ
チェーンマネジメント等）の提供や省エネルギー性能の⾼い通信技術の導⼊に関する事業２－４

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
2－1/2－2︓「農林漁業関連施設」
2－1/2－2︓ 「上下⽔道施設」

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
2－4︓「⼯場エネルギー管理システム（FEMS）」

⼤分類１と同様に、2－1、2－2に「農林漁業関連施設」「上下⽔道施設」 を追記してはどうか。
「地球温暖化対策計画（令和3年10⽉22⽇閣議決定）」において記載のある「⼯場エネルギー管理システム（FEMS）」の記載が

漏れていたことから、2－4に追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類３
⼩分類⼤分類

循環経済の実現にあたって、資源確保段階、⽣産段階、流通段階、使⽤段階、廃棄段階の各段階におい
て、ライフサイクル全体での最適化を図る事業（省資源・⻑寿命製品の設計・製造、再⽣材や再⽣可能
資源等の環境負荷低減効果のある素材の利⽤、製造事業者等による再⽣材の積極的な利⽤とリサイクル
事業者等による再⽣材の供給といった動静脈連携（製造業・⼩売業などの動脈産業と廃棄物処理・リサ
イクル業など静脈産業の有機的な連携）、⾷品ロス削減、廃棄物の⾼度な回収・処理（リサイクル推進
施設及びエネルギー回収型廃棄物処理施設）を含む。）

３－１

汚染の防⽌と管理に関する事業
（排⽔処理、温室効果ガスの排出
抑制、⼟壌汚染対策、廃棄物の
3Rや熱回収、これらに関連する
環境モニタリングを含む。）

3
有害化学物質等の漏えい、揮発、浸透等の防⽌に係る先進的な設備・技術の導⼊や代替品の使⽤等を通
じた有害化学物質等の環境（海洋環境を含む。）への排出を抑制する事業３－２

フロン類の排出抑制に資する製品の設計⼜は製造等を⾏う事業３－３
⼯場等からの排⽔の⾼度な処理・再利⽤や、環境改善効果の⾼い下⽔道施設整備・合流式下⽔道の改善
等に関する事業３－４

汚染⼟壌を処理する事業３－５
プラスチックごみによる汚染の防⽌に資する事業３－６
⽔質汚濁物質・⼤気汚染物質・有害化学物質の排出防⽌と管理、廃棄物処理の管理等に資するICT ソ
リューションを提供する事業３－７

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
3－6︓（追加する指標の例として）「使⽤済プラスチックのリサイクル率（％）⼜は量（t）」、「再⽣材の利⽤率（％）⼜は量（t）」、

「バイオマスプラスチックの導⼊率（％）⼜は量（t） 」等

「プラスチック資源循環戦略（令和元年５⽉ 31 ⽇）」を踏まえ、3－6に指標の例を追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類４
⼩分類⼤分類

持続可能な農業（有機農業等の環境保全型農業、点滴灌漑等）に関する事業４－１

⾃然資源・⼟地利⽤の持続可能な管理に関する
事業（持続可能な農業・漁業・⽔産養殖業・林
業、総合的病害⾍・雑草管理（IPM）、点滴灌
漑を含む。）

4

持続可能な漁業や⽔産養殖業に関する事業４－２

持続可能な森林経営に関する事業４－３

⾃然景観の保全及び復元に関する事業４－４
地⽅⾃治体等による、⼜は地⽅⾃治体と連携して⾏われる、都市の緑地・⽔辺の保全・創
出や⽔・緑のネットワークの形成等の事業４－５

⾃然資源への負荷削減に資する事業４－６
⾃然資源・⼟地利⽤の持続可能な管理に資するICT ソリューション（農林⽔産資源の持続
可能性に関するトレーサビリティシステム、森林管理システムを含む。）を提供する事業４－７

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
4－4︓「アニマルパスウェイ（⾃然回廊技術）の設置等」

① 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
4－1︓（指標の例として）「環境負荷低減活動に取り組む農地の⾯積（ha）」、「環境負荷低減活動の取組による農産物の収穫量（t）」
4－4︓（指標の例として）「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）の取得⾯積（㎡）や取得数」
4－1〜4－4︓ （指標の例として）「⾃然共⽣サイト（増進活動実施計画等の実施区域）の⾯積（㎡） 」

「ネイチャーポジティブ経済移⾏戦略」にも記載があることから、4－4の例⽰として「アニマルパスウェイ（⾃然回廊技術）の設置
等」を追記してはどうか。

「みどりの⾷料システム法（令和４年４⽉成⽴）」に基づく認定を受ける計画や、農産物等の環境負荷低減の取組の「⾒える化」を踏
まえ、4－1に環境負荷低減活動関連の指標を追記してはどうか。

「都市緑地法等の⼀部を改正する法律（令和６年５⽉成⽴）」に基づき創設された制度である「優良緑地確保計画認定制度
（TSUNAG）等」を踏まえ、4－4に指標の例を追記してはどうか。（※4－5は⾃治体に限った取組の記載となっているため、⺠間事業
者の取組も含める記載として4－4と統合予定）

「⽣物多様性増進活動促進法（令和６年４⽉成⽴）」による制度の⼀部変更も踏まえて、4－1〜4－4に「⾃然共⽣サイトの⾯積（増
進活動実施計画等の実施区域）（㎡） 」を追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類５
⼩分類⼤分類

保護地域やOECM（保護地域以外で⽣物多様性保全に資する地域）等における⽣態系の健全性の保全・回復を⾏う事業
-森林⽣態系︓森林の多⾯的機能の発揮の観点から、多様な⽣育段階や樹種から構成される森林がバランス良くモザイク状に
配置された状態を⽬指した整備及び保全（森林計画制度に基づく適正な森林整備、育成単層林における広葉樹の導⼊等によ
る針広混交の育成複層林への誘導、天然⽣林の適切な保全・管理、貴重な野⽣⽣物の保護など⽣物多様性の保全に配慮した
森林施業等）
-農地⽣態系︓農業における化学肥料の使⽤量や化学農薬の使⽤によるリスクの低減、有機農業の推進、家畜排せつ物の適正
管理等による環境負荷の低減、多様な⽣物の⽣息・⽣育・繁殖環境となる⽔路・畦畔や防⾵林などを含めたモザイク性のあ
る農村景観全体の保全、荒廃農地・耕作放棄地の再⽣等
-都市⽣態系︓都市公園の整備や緑地の保全、魅⼒ある⽔辺空間の創出等
-陸⽔⽣態系（河川・湖沼・湿地）︓河川を⾃然に近い形に再⽣、⽣物の⽣息・⽣育・繁殖環境及び多様な景観の保全・創出
につながる取組等
-沿岸・海洋⽣態系︓⽔産資源の増殖及び（⼜は）ブルーカーボンを活⽤した吸収源対策等に関わる藻場・⼲潟・サンゴ礁等
の海域環境の保全・再⽣・創出等（ブルーインフラに関する取組等を含む）

５－１
⽣物多様性保全に
関 す る 事 業 （ 沿
岸・海洋・河川流
域環境の保護を含
む。）

5

絶滅危惧種の保全に関係する事業（⽣息域内保全・⽣息域外保全を含む。）５－２
侵略的外来種による負の影響の防⽌・削減に資する事業５－３
野⽣⿃獣との適切な距離が保たれ、⿃獣被害の緩和に貢献する事業５－４
⽣物多様性保全に資するICT ソリューション（衛星、⾶⾏体、IoT 等による⽣態系モニタリング、⿃獣害防⽌システム、⽣
物多様性データ解析等）を提供する事業５－５

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
5－1︓（指標の例として）「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）の取得⾯積（㎡）や取得数」

⼤分類4と同様に「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）等」に関して、5－1に指標の例を追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類６
⼩分類⼤分類

電動⾞（電気⾃動⾞、燃料電池⾃動⾞、プラグインハイブリッド⾃動⾞、ハイブリッド⾃
動⾞等）、鉄道、⾃転⾞、ゼロエミッション船（⽔素燃料電池船、バッテリー船等）の製
造・導⼊や、それらを利⽤するためのインフラの整備等を⾏う事業

６－１

クリーンな運輸に関する事業（電動⾞、公共交
通機関、鉄道、⾃転⾞、複合輸送、クリーンエ
ネルギーを利⽤する輸送⼿段や有害物質の発⽣
抑制のためのインフラの整備を含む。）

6

計画的な物流拠点の整備、輸送網の集約、モーダルシフト、輸配送の共同化等を通じて物
流システムを効率化する事業６－２

エコドライブの⽀援のための機器（デジタル式運⾏記録計等）を導⼊する事業６－３

パークアンドライド、カーシェアリング等のための施設を整備する事業６－４
持続可能な海上輸送に関する事業（カーボンニュートラルポートの形成に資する事業（脱
炭素型荷役機械の導⼊、停泊中船舶に陸上電⼒を供給する設備の導⼊等）、⽯油燃料流出
防⽌、回収施設の改善に関する事業、港湾やターミナルの廃棄物処理に関する事業を含
む。）

６－５

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
6－1︓ （ハイブリッド船） ※記載要否含め要検討

「ハイブリッド船」について、国⼟交通省において導⼊を推進し、内航海運業界においても⼀部で導⼊が⾏われているところ、追
記可能性について議論いただきたい。



改訂に向けた整理 ⼤分類７

⼩分類⼤分類
⽔源かん養や⾬⽔の⼟壌浸透等の⽔循環を保全する事業（地下⽔保全、グリーンインフラ
の整備を含む。）７－１

持続可能な⽔資源管理に関する事業（清浄な⽔
や飲⽤⽔の確保のためのインフラ、都市排⽔シ
ステム、河川改修その他の洪⽔緩和対策を含
む。）

7

⽔害の発⽣の防⽌のための施設の整備を⾏う事業７－２
清浄な⽔や飲⽤⽔の確保のためのインフラに関する事業（上⽔道の整備や海⽔を淡⽔化す
る事業を含む。）７－３

都市排⽔システムに関する事業（下⽔システムの整備、下⽔汚泥管理、汚染物質の流出を
防ぐ都市排⽔システムを含む。）７－４

サプライチェーン全体で⽔供給を削減する⽔効率技術・設備・⽔管理活動７－５

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
ー



改訂に向けた整理 ⼤分類８
⼩分類⼤分類

農業・林業・⽔産業︓
気候変動に強い作物品種の開発と導⼊、環境負荷の低い農業の導⼊に関する事業 等８－１

気候変動に対する適応に関
する事業（気候変動の観測
や早期警報システム等の情
報サポートシステムを含
む。）

8

⽔環境・⽔資源︓
⽔資源の効率的な活⽤や渇⽔対策等の導⼊に関する事業 等８－２
⾃然⽣態系︓
⽣態系に基づく適応や⽣態系を活⽤した防災・減災（ECO-DRR）等のグリーンインフラの整備に関する事業 等８－３
⾃然災害・沿岸域︓
物流、鉄道、港湾、空港、道路、河川、⽔道インフラ、廃棄物処理施設、交通安全施設、⺠間不動産における、⾃然
環境や⽣物多様性保全等にも配慮した防災・減災機能を強化する事業（気候変動の適応に対応する国⼟強靭化に資す
る事業を含む） 等

８－４

健康︓
気象情報及び暑さ指数（WGBT）の提供や注意喚起、予防・対処法の普及啓発、発⽣状況等に係る情報提供、冷房・
除湿器の導⼊、クールスポットの創出（⽇除け、ミスト等）に関する事業 等

８－５

産業・経済活動︓
事業所における気象災害対策や気候リスクの⾼いエリアからの移転、暑熱対策、原材料の安定確保に係る取組等、事
業の持続可能性を確保するための事業 等

８－６

国⺠⽣活・都市⽣活︓
内⽔氾濫等の防⽌に向けた下⽔道施設の整備、施設の損壊等に伴う減断⽔が発⽣した場合における迅速で適切な応急
措置及び復旧が⾏える体制の整備に関する事業 等

８－７

気象観測や監視、早期警戒システムに関する事業や気候変動への適応に資するICT ソリューションを提供する事業８－８

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
8－1︓「施設栽培における設備等の導⼊」、「⽣産地の移動」、「気候変動に対応する養殖品種や技術の開発・導⼊」

「⿂種の変化に対応した加⼯設備の導⼊」、「藻場の保全等の漁場整備に関する事業」
8－2︓「⽔道⽔等の⽔質保全」、「⽔資源の保全」
8－3︓「気候変動影響のモニタリングに関する事業」、（指標の例として）「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）の取得⾯積（㎡）や取得数」
8－5︓「クーリングシェルターの整備、建物の⾼気密・⾼断熱化」 等

地⽅⾃治体の気候変動関連計画・戦略等の記載を踏まえて、上記項⽬等（及びそれに伴った指標の例）を追記してはどうか。
⼤分類4と同様に「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）等」に関して、8－3に指標の例を追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類９

⼩分類⼤分類
環境に配慮した製品を製造する事業（環境配慮型製品やエコラベルや認証を取得した製品
等の開発及び導⼊、再⽣材や再⽣可能資源等の環境負荷低減効果のある素材による包装、
循環経済に関するツールやサービス（環境負荷の低減につながる、製品の適切な⻑期利⽤
を促進するシェアリング、サブスクリプション、リペア・メンテナンス等）、当該製品製
造に供する⼯場・事業場の建設・改修を含む。）

９－１循環経済に対応した製品、製造技術・プロセス、
環境配慮製品に関する事業（環境配慮型製品や
エコラベルや認証を取得した製品の開発及び導
⼊、再⽣材や再⽣可能資源等の環境負荷低減効
果のある素材による包装、循環経済に関する
ツールやサービスを含む。）

9 温室効果ガス削減に資する技術や製品の研究開発・実証等に関する事業（関連項⽬に記載
されている事業に関連する技術や製品、⽔素、アンモニア、CO2 の分離・回収・貯留・利
活⽤に関する技術、次世代航空機、ゼロエミッション船（アンモニア燃料船、⽔素燃料船
等）、SAF（持続可能な航空燃料）等。あくまで例⽰であり、これに限られるものではな
い。）

９－２

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
9－1︓「⾷料・農林⽔産業における持続可能な加⼯・流通システムの構築に資する取組 」
9－1︓（指標の例として）「事業実施前後のカーボンフットプリントの削減量（t-CO2） 」

フードサプライチェーン全体での脱炭素化の実践と、その「⾒える化」を進めるための「加⼯⾷品共通のCFP（カーボンフットプ
リント）算定ガイド案（令和５年12⽉）」を踏まえて、9－1に「⾷料・農林⽔産業における持続可能な加⼯・流通システムの構築に
資する取組」（及びそれに伴った指標の例）を追記してはどうか。



改訂に向けた整理 ⼤分類10

⼩分類⼤分類
建築物の省エネルギー性能だけではなく、ライフサイクルでの温室効果ガス排出削減、環
境負荷の低い資材の使⽤、⽔使⽤量、廃棄物管理、⽣物環境の保全・創出等の考慮事項に
幅広く対応しているグリーンビルディングについて、国内基準に適合⼜はCASBEE、LEED
等の国内外で幅広く認知されている環境認証制度において⾼い性能を⽰す環境認証を取得
してその新築⼜は改修を⾏う事業

10－１グリーンビルディングに関する事業10

① 国内計画等※を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード（※2023年度改訂以降策定のもの）
ー

② 発⾏事例・ヒアリング等を踏まえて追加・修正が必要と考えられる箇所及びキーワード等
10－1︓（指標の例として）「取得したCASBEE、LEED、TSUNAG等の認証の種類と評価」

⼤分類4と同様に「優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）等」に関して、10－1に指標の例を追記してはどうか。



（参考）都市緑地法等の⼀部を改正する法律（令和６年５⽉成⽴）
（⼤分類４・５・８関連）

出所︓国⼟交通省資料



出所︓国⼟交通省資料

（参考）優良緑地確保計画認定制度（TSUNAG）の概要
（⼤分類４・５・８関連）



（参考）みどりの⾷料システム法※のポイント
（⼤分類４関連）

出所︓農林⽔産省資料 ※環境と調和のとれた⾷料システムの確⽴のための環境負荷低減事業活動の促進等に関する法律（令和４年法律第37号、令和４年７⽉１⽇施⾏）



（参考）農産物の環境負荷低減の取組の「⾒える化」
（⼤分類４関連）

出所︓農林⽔産省資料



（参考）⾃然共⽣サイトと地域⽣物多様性増進法
（⼤分類４関連）



（参考）⽣物多様性増進活動促進法の概要
（⼤分類４関連）



（参考）内航海運分野の地球温暖化対策の取組①
〜船舶の新燃料等の適⽤〜（⼤分類６関連）

出所︓国⼟交通省資料



（参考）内航海運分野の地球温暖化対策の取組②
〜連携型省エネ船のコンセプト検討例︓蓄電池を活⽤したハイブリッド推進船〜

（⼤分類６関連）

出所︓国⼟交通省資料



（参考）フードサプライチェーンにおける脱炭素化の「⾒える化」の推進
（⼤分類９関連）

出所︓農林⽔産省資料


